
                  事  務  連  絡 

令和２年３月 31 日 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その１） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和２年厚生労働省告示第 57 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項に

ついて」（令和２年３月５日保医発 0305 第１号）等により、令和２年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑

義照会資料を別添１から別添５のとおり取りまとめたので、本事務連絡を確

認の上、適切に運用いただくようお願いします。 
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【初・再診時の特別の料金】 

問180 紹介状なしで一定規模以上の病院を受診した際の定額負担の対象範囲

の拡大について、定額負担を徴収しなかった場合の「特別の料金を徴収した

患者数並びに特別の料金を徴収しなかった場合における当該患者数及びそ

の理由」について、記録し毎年の定例報告の際に厚生局へ報告することとな

ったが、当該記録及び報告については、令和２年４月１日以降に来院した患

者が対象となるのか。 

（答）そのとおり。なお、当該記録及び報告の対象となる保険医療機関は、初診

又は再診に係る特別の料金を徴収するものとして地方厚生（支）局長に報告し

た一般病床数が 200 床以上の保険医療機関である。 

  また、令和２年７月の報告に限り、令和２年４月以降の３月間の実績を報告

するものとする。 

 

【白内障に罹患している患者に対する水晶体再建に使用する眼鏡装用率の軽減

効果を有する多焦点眼内レンズの支給】 

問 181 「白内障に罹患している患者に対する水晶体再建に使用する眼鏡装用

率の軽減効果を有する多焦点眼内レンズの支給」について、関係学会から示

されている指針に基づき適切に実施するとあるが、「関係学会等から示され

ている指針」とは何を指すのか。 

（答）日本眼科学会の「多焦点眼内レンズに係る選定療養に関する指針」を指す。 

 

問 182 「白内障に罹患している患者に対する水晶体再建に使用する眼鏡装用

率の軽減効果を有する多焦点眼内レンズの支給」に必要な検査に係る費用に

ついて、特別の料金として患者から徴収可能とあるが、「必要な検査」とは

何を指すのか。 

（答）区分番号「Ｄ２６３－２」コントラスト感度検査及び区分番号「Ｄ２６５

－２」角膜形状解析検査を指す。なお、医科点数表に規定する当該検査の算定

要件に合致する患者に対して、当該検査を実施する場合には、予め定めた特別

の料金から当該検査に係る費用を控除した額を患者から徴収し、医科点数表

の規定に従って当該検査を算定すること。 

 

問 183 「白内障に罹患している患者に対する水晶体再建に使用する眼鏡装用

率の軽減効果を有する多焦点眼内レンズの支給」に係る特別の料金について

は、保険医療機関が自由に設定して良いか。 

（答）特別の料金は、眼鏡装用率の軽減効果を有する多焦点眼内レンズの費用か

ら医科点数表に規定する水晶体再建術において使用する眼内レンズ（その他
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のものに限る。）の費用を控除した額及び眼鏡装用率の軽減効果を有する多焦

点眼内レンズの支給に必要な検査に係る費用を合算したものを標準として、

社会的にみて妥当適切な範囲の額を保険医療機関が独自に設定できる。 

なお、特別の料金を徴収しようとする保険医療機関は、地方厚生（支）局長

への報告が必要である。 
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